
［標準様式例４-３］

業 務 の 名 称 Ｈ１９日光砂防事業効果検討業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局　日光砂防事務所長　田中　秀基
栃木県日光市萩垣面２３９０

契 約 年 月 日 平成１９年４月１２日

契 約 業 者 名 日本工営(株)　栃木営業所

契 約 業 者 の 住 所 栃木県宇都宮市小幡１丁目１番２７号

契 約 金 額 ３９，６９０，０００円（税込み）

予 定 価 格 ３９，９１０，５００円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

本業務は、公共事業の効率性と透明性を確保し説明責任を果た
していくため、直轄砂防事業の効率性、公共性等の多面的な観
点から、これまでに実施された砂防事業の効果について検討を
行うものである。業務履行にあたっては経験、知識、高度な技
術力等が必要とされることから、公平性、透明性及び客観性が
確保される標準プロポーザル方式により請負業者の選定が行わ
れた。上記業者は、標準プロポーザル方式によって提出された
技術提案書において、総合的に最も優れた提案を行った業者で
あり、随意契約を行うものである。

業 務 場 所 日光砂防事務所管内

業 種 区 分 建設コンサルタント関係

履 行 期 間 （ 自 ） 平成１９年　４月１３日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成２０年　３月１０日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

本業務は、公共事業の効率性と透明性を確保し説明責任を果た
していくため、直轄砂防事業の効率性、公共性等の多面的な観
点から、これまでに大谷川流域において実施された砂防事業の
効果について検討し、事業評価委員会の資料作成を行うもので
ある。


